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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
（Ａ）一般式（１）：（Ｒ１－ＣＯＯ）ｈ Ｍ

１（式中、Ｒ１は炭素数１～１８のアルキ
ル基または炭素数１～１８のアルケニル基、Ｍ１は、スズ原子、ｈは２を示す。）で表わ
される有機カルボン酸塩、（Ｂ）ベンゾトリアゾール誘導体および（Ｃ）有機溶剤を有効
成分として含有するスズ含有合金製部品用洗浄剤組成物。
【請求項２】
（Ｃ）有機溶剤が、一般式（５）：Ｒ3Ｏ－（ＣＨ2ＣＨＲ4Ｏ）k－Ｒ5（式中、Ｒ3は水素
原子または炭素数１～５の直鎖もしくは分岐鎖のアルキル基を、Ｒ4は炭素数１～５の直
鎖または分岐鎖アルキル基を、Ｒ5は水素原子またはメチル基を、ｋは２～４の整数を示
す。）で表されるグリコールエーテル類を少なくとも１種含有する請求項１に記載の洗浄
剤組成物。
【請求項３】
さらに（Ｄ）ノニオン性界面活性剤、（Ｅ）ポリオキシアルキレンリン酸エステル系界面
活性剤および（Ｆ）ポリオキシアルキレンアミン系界面活性剤からなる群より選ばれる少
なくとも一種を含有してなる請求項１または２に記載の洗浄剤組成物。
【請求項４】
（Ｄ）ノニオン性界面活性剤が、一般式（６）：Ｒ6Ｏ－（ＣＨ2ＣＨ2Ｏ）ｍ－Ｈ（式中
、Ｒ6 は炭素数６～２０の直鎖もしくは分岐鎖のアルキル基、フェニル基、または炭素数
７～１２の直鎖もしくは分岐鎖アルキル基で置換されたフェニル基を、ｍは２～２０の整
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数を示す。）で表されるポリエチレングリコールエーテル型のノニオン性界面活性剤であ
る請求項３に記載の洗浄剤組成物。
【請求項５】
（Ｅ）ポリオキシアルキレンリン酸エステル系界面活性剤が、一般式（７）：Ｒ７Ｏ－（
ＣＨ2ＣＨ2Ｏ）n－ＰＯ（ＯＨ）Ｘ（式中、Ｒ７ は炭素数５～２０の直鎖もしくは分岐鎖
のアルキル基、フェニル基、または炭素数７～１２の直鎖もしくは分岐鎖のアルキル基で
置換されたフェニル基を、ｎは０～２０の整数、Ｘは水酸基または一般式（８）：Ｒ８Ｏ
－（ＣＨ2ＣＨ2Ｏ）n－（式中、Ｒ8 は炭素数５～２０の直鎖もしくは分岐鎖のアルキル
基、フェニル基、または炭素数７～１２の直鎖もしくは分岐鎖のアルキル基で置換された
フェニル基を、ｎは前記と同じを示す。）で表される基を示す。）で表されるポリオキシ
エチレンリン酸エステル系界面活性剤またはその塩である請求項３または４に記載の洗浄
剤組成物。
【請求項６】
前記（Ｆ）ポリオキシアルキレンアミン系界面活性剤が、一般式（９）：

【化４】

（式中、Ｒ９ は水素原子または炭素数１～２２の直鎖もしくは分岐鎖のアルキル基また
はアルケニル基を示し、Ｚは水素原子または炭素数１～４の直鎖もしくは分岐鎖のアルキ
ル基またはアシル基を示し、ｐは１～１５、ｑは０～１５の整数を示す。）で表されるポ
リオキシエチレンアミン系界面活性剤である請求項３～５のいずれかに記載の洗浄剤組成
物。
【請求項７】
さらに水を含有してなる請求項１～６のいずれかに記載の洗浄剤組成物。
【請求項８】
（Ａ）有機カルボン酸塩を、洗浄剤組成物の０．００１～０．４５重量％、（Ｂ）ベンゾ
トリアゾール誘導体を、洗浄剤組成物の０．００１～１重量％および（Ｃ）有機溶剤を洗
浄剤組成物の４０～９９重量％含有することを特徴する請求項１～７のいずれかに記載の
洗浄剤組成物。
【請求項９】
（Ｄ）ノニオン性界面活性剤を、洗浄剤組成物の０．１～６０重量％、（Ｅ）ポリオキシ
アルキレンリン酸エステル系界面活性剤を、洗浄剤組成物の０．１～６０重量％および（
Ｆ）ポリオキシアルキレンアミン系界面活性剤を洗浄剤組成物の０．１～６０重量％含有
する請求項３～８のいずれかに記載の洗浄剤組成物。
【請求項１０】
５重量％水溶液のｐＨが５．５～８．０である請求項１～９のいずれかに記載の洗浄剤組
成物。
【請求項１１】
スズ含有合金製部品がスズを含有する銅合金製部品である請求項１～１０のいずれかに記
載の洗浄剤組成物。
【請求項１２】
請求項１～１１のいずれかに記載の洗浄剤組成物を用いて、スズ含有合金製部品を洗浄す
ることを特徴とする洗浄方法。
【請求項１３】
スズ含有合金製部品がスズを含有する銅合金製部品である請求項１２記載の洗浄方法。
 
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明はスズ含有合金製部品用洗浄剤組成物および当該洗浄剤組成物を用いた洗浄方法
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、各種の電子部品や合金製部品単体を洗浄する際は、トリクロロエチレン、パーク
ロロエチレン、塩化メチレン等の塩素系溶剤を主成分とする塩素系洗浄剤が用いられてい
た。これら塩素系溶剤は、不燃性で乾燥性にも優れるという利点があるが、オゾン層破壊
や土壌汚染などの環境問題、人体に対する毒性などの理由から、現在ではその使用が制限
されている。また、電子部品等の洗浄において、近年、特に重視される塩素イオン、硫酸
イオンなどのイオン性残さに対しては、塩素系溶剤による洗浄効果がほとんど認められな
いという問題点があった。
【０００３】
　そこで本出願人は特定のグリコールエーテル系化合物、ノニオン性界面活性剤およびポ
リオキシアルキレンリン酸エステル系界面活性剤を必須成分として含有してなる非ハロゲ
ン系の洗浄剤組成物を提案した（特許文献１参照）。当該洗浄剤組成物は、洗浄力、毒性
、臭気、引火性、被洗浄物への影響、イオン性残さに対する洗浄性に優れており、光学部
品、電子部品、セラミック部品等の精密部品の洗浄用に賞用されている。
【０００４】
　かかる非ハロゲン系洗浄剤組成物を用いた洗浄は、洗浄剤で洗浄後、水すすぎ工程、乾
燥工程により行われるが、合金製部品を搭載する被洗浄物を洗浄する場合、水すすぎ工程
時に合金表面が顕著に変色する、という問題が生じることがあった。こうした問題を解決
すべく、本出願人は、特許文献１に記載の洗浄剤組成物にさらにポリオキシアルキレンア
ミン系界面活性剤を必須成分として含有し、洗浄剤の１重量％水溶液のｐＨを６～８とし
た、すすぎ工程時の変色を抑制する洗浄剤組成物（特許文献２参照）や、更には揮発性有
機塩基、炭酸塩、窒素系複素環化合物からなる洗浄剤や水すすぎ剤を用いた洗浄剤組成物
・すすぎ剤（特許文献３参照）を提案している。
【０００５】
　しかしながら、近頃、前記電子部品等の小型化、薄型化、軽量化等の要求から、搭載さ
れる合金製部品の金属成分が、例えば銅、亜鉛からなるシンチュウといった単純な構成の
ものから、強度、導電性、耐熱性、熱伝導性等の細かな要求に応えられるよう、複雑な組
成のものへと変わり始めており、これまでに開発された非ハロゲン系洗浄剤組成物や水す
すぎ剤を用いた水系洗浄では、洗浄後の水すすぎ工程時における合金製部品の変色が抑え
られず、製品の外観や品質が低下するという問題が生じることがあった。
【０００６】
従来の変色は、例えばシンチュウの場合には、水との接触により、シンチュウを構成する
２種の金属（すなわち銅および亜鉛）のうち、イオン化傾向の大きい亜鉛が優先的に水へ
溶出することで、合金表層の銅－亜鉛組成割合が変わり、相対的に多く残留している銅が
水や空気で酸化され変色することに起因するものであった。
【０００７】
　これに対し最近のスズ含有合金（例えば銅、スズ、ニッケル、リンからなる銅合金）の
場合には、合金中の微量成分であるスズが、水すすぎ工程ではなく洗浄工程で洗浄剤中に
溶出し、相対的に多く残留している銅面が活性状態となり、水すすぎ工程で水や空気で酸
化され赤茶色に変色するというものであった。こうした変色現象は特許文献２や特許文献
３の洗浄剤組成物等を用いても解決することができず、逆に、特許文献３の洗浄剤組成物
を用いると、水すすぎ剤中の窒素系複素環化合物が活性状態となった銅面に過剰に付着す
ることで、酸化以外の変色を引き起こすという問題が生じることがあった。
【０００８】
【特許文献１】特公平５－４００００号公報
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【特許文献２】特許第２８１３８６２号公報
【特許文献３】特許第３３８３９７３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、スズ含有合金製部品を洗浄した際に酸化や窒素系複素環化合物の付着等によ
る変色を起こすことなく、水系洗浄ができる洗浄剤組成物を提供し、さらには当該洗浄剤
組成物を用いた洗浄方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは前記課題を解決すべく鋭意検討を重ねた結果、特定組成の洗浄剤組成物を
用いて洗浄を行うことにより、前記課題を解決することを見出した。本発明はかかる知見
に基づき完成されたものである。
【００１１】
　すなわち、本発明は、（Ａ）一般式（１）：（Ｒ１－ＣＯＯ）ｈ Ｍ

１（式中、Ｒ１は
炭素数１～１８のアルキル基または炭素数１～１８のアルケニル基、Ｍ１は、スズ原子、
ｈは２を示す。）で表わされる有機カルボン酸塩、（Ｂ）ベンゾトリアゾール誘導体およ
び（Ｃ）有機溶剤を有効成分として含有するスズ含有合金製部品用洗浄剤組成物；当該洗
浄剤を用いてスズ含有合金製部品を洗浄することを特徴とする洗浄方法に関する。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の洗浄剤組成物を用いることにより、スズ含有合金製部品（特にスズを含有する
銅合金製の部品）を洗浄した際に、洗浄性を低下させること無く、かつ当該部品の変色を
防止することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
本発明のスズ含有合金製部品用洗浄剤組成物は、（Ａ）有機カルボン酸塩（以下、（Ａ）
成分という）、（Ｂ）窒素系複素環化合物（以下、（Ｂ）成分という）および（Ｃ）有機
溶剤（以下、（Ｃ）成分という）を有効成分として含有するものである。
【００１４】
（Ａ）成分としては、一般式（１）：（Ｒ１－ＣＯＯ）ｈ Ｍ

１（式中、Ｒ１は炭素数１
～１８のアルキル基、炭素数１～１８のアルケニル基、Ｍ１はスズ原子、ｈは２を示す。
）で表されるモノカルボン酸塩を用いる。特にスズ含有銅合金を洗浄したときの変色防止
効果が著しいことから、オクチル酸スズが溶解性、微量金属成分の溶出抑制効果の点から
好ましい。
ールが好ましい。
【００１５】
　（Ｂ）成分としては、ベンゾトリアゾール、１－メチルベンゾトリアゾール、１－ヒド
ロキシメチルベンゾトリアゾール、１－（（２－エチルヘキシルアミノ）メチル）ベンゾ
トリアゾール、１－（２，３－ジヒドロキシプロピル）ベンゾトリアゾール、カルボキシ
ベンゾトリアゾールなどのベンゾトリアゾール誘導体が挙げられる。これら（Ｂ）成分の
中でも、変色防止効果の点から、ベンゾトリアゾール誘導体が好ましく、特にベンゾトリ
アゾールが好ましい。
【００１６】
　本発明における（Ｃ）成分としては、特に限定されず公知のものを使用することができ
る。具体的には、例えば、ヘキサン、ヘプタン、オクタン等の炭化水素系溶剤、メタノー
ル、エタノール、プロパノール等のアルコール系溶剤、アセトン、メチルエチルケトン等
のケトン系溶剤、ジエチルエーテル、テトラヒドロフラン、グリコールエーテル類等のエ
ーテル系溶剤、酢酸エチル、酢酸メチル等のエステル系溶剤、窒素化合物系溶剤など各種
公知の有機溶剤が使用できる。なお、これらの中では、洗浄性等の点からグリコールエー
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テル類を用いることが好ましく、特にグリコールエーテル類のなかでも、一般式（５）：
Ｒ３Ｏ－（ＣＨ２ＣＨＲ４Ｏ）k－Ｒ5（式中、Ｒ３は水素原子または炭素数１～５の直鎖
もしくは分岐鎖アルキル基を、Ｒ4は炭素数１～５の直鎖または分岐鎖アルキル基を、Ｒ
５は水素原子またはメチル基を、ｋは２～４の整数を示す。）で表されるグリコールエー
テル類を使用することが、洗浄性、安全性、環境特性などの点から好ましい。一般式（５
）で表されるグリコールエーテル類としては、例えば、ジエチレングリコールモノメチル
エーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエ
ーテル、ジエチレングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリコールメチルエチルエ
ーテル、ジエチレングリコールモノプロピルエーテル、ジエチレングリコールジプロピル
エーテル、ジエチレングリコールメチルプロピルエーテル、ジエチレングリコールエチル
プロピルエーテル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールジ
ブチルエーテル、ジエチレングリコールメチルブチルエーテル、ジエチレングリコールエ
チルブチルエーテル、ジエチレングリコールプロピルブチルエーテル、ジエチレングリコ
ールモノペンチルエーテル、ジエチレングリコールジペンチルエーテル、ジエチレングリ
コールメチルペンチルエーテル、ジエチレングリコールエチルペンチルエーテル、ジエチ
レングリコールプロピルペンチルエーテル、ジエチレングリコールブチルペンチルエーテ
ル、ジエチレングリコールモノヘキシルエーテルならびにこれらに対応するトリ－もしく
はテトラエチレングリコールエーテル類が挙げられる。これらの中でもジエチレングリコ
ールモノブチルエーテル、ジエチレングリコールジブチルエーテル、ジエチレングリコー
ルモノヘキシルエーテルが好ましい。
【００１７】
（Ａ）～（Ｃ）成分の使用量は特に限定されないが、通常、（Ａ）成分を洗浄剤組成物の
０．００１～０．４５重量％程度、好ましくは０．００５～０．４重量％、より好ましく
は０．０１～０．３５重量％、（Ｂ）成分を洗浄剤組成物の０．００１～１重量％程度、
好ましくは０．０１～０．１重量％、（Ｃ）成分を４０～９９重量％程度、好ましくは７
０～９９重量％となるように添加する。（Ａ）成分を前記割合で、洗浄剤中に含有するこ
とにより、合金中の微量金属成分の溶出を抑制することができるため好ましい。合金中の
微量金属成分の溶出の抑制はカルボン酸塩の平衡反応を利用するものであるため、少量の
添加で十分に金属成分の溶出を抑制することができる。これらカルボン酸塩の含有量が０
．００１％未満では、平衡反応による溶出抑制能力が不足し、合金中から微量金属成分が
溶出し始める場合がある。逆に０．４５％を超えて含有すると、洗浄剤中に存在するフリ
ーカルボン酸量が多くなりすぎるため、酸の影響で合金中から金属成分が溶出する場合が
ある。（Ｂ）成分を、洗浄剤組成物の０．００１～１重量％用いることにより、特に銅合
金の変色抑制効果が向上するため好ましい。（Ｃ）成分を洗浄剤組成物の４０～９９重量
％用いることにより、フラックス成分の溶解性が向上するため好ましい。
【００１８】
なお、当該洗浄剤組成物には、さらに、（Ｄ）ノニオン性界面活性剤（以下、（Ｄ）成分
という）、（Ｅ）ポリオキシアルキレンリン酸エステル系界面活性剤（以下、（Ｅ）成分
という）および（Ｆ）ポリオキシアルキレンアミン系界面活性剤（以下、（Ｆ）成分とい
う）からなる群より選ばれる少なくとも一種を混合しても良い。
【００１９】
　（Ｄ）成分としては、そのイオン性がノニオン性であれば特に制限されず、公知のもの
を使用することができる。具体的には、例えば、ポリオキシエチレンアルキル（Ｃ６以上
）エーテル、ポリオキシエチレンフェニルエーテル、ポリオキシエチレンアルキルフェニ
ルエーテル等のポリエチレングリコールエーテル型ノニオン性界面活性剤；ポリエチレン
グリコールモノエステル、ポリエチレングリコールジエステル等のポリエチレングリコー
ルエステル型ノニオン性界面活性剤；高級脂肪族アミンのエチレンオキサイド付加物；脂
肪酸アミドのエチレンオキサイド付加物；ソルビタン脂肪酸エステル、ショ糖脂肪酸エス
テル等の多価アルコール型ノニオン性界面活性剤；脂肪酸アルカノールアミド等、さらに
はこれらに対応するポリオキシプロピレン系ノニオン性界面活性剤およびポリオキシエチ
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レンポリオキシプロピレン共重合型ノニオン性界面活性剤をあげることができる。これら
ノニオン性界面活性剤は１種単独でまたは２種以上組み合わせて使用できる。これらの中
では洗浄力の点から、好ましいものは、ポリエチレングリコールエーテル型ノニオン界面
活性剤であり、さらに好ましいものとしては一般式（６）：Ｒ6Ｏ－（ＣＨ2ＣＨ2Ｏ）ｍ

－Ｈ（式中、Ｒ６は炭素数６～２０の直鎖もしくは分岐鎖のアルキル基、フェニル基、ま
たは炭素数７～１２の直鎖もしくは分岐鎖アルキル基で置換されたフェニル基を、ｍは２
～２０の整数を示す。）で表されるポリエチレングリコールエーテル型のノニオン性界面
活性剤を用いることが好ましい。
【００２０】
　（Ｅ）成分としては、ポリオキシアルキレンリン酸エステル系界面活性剤であれば特に
制限されず、公知のものを使用することができるが、一般式（７）：Ｒ７Ｏ－（ＣＨ2Ｃ
Ｈ2Ｏ）n－ＰＯ（ＯＨ）Ｘ（式中、Ｒ７ は炭素数５～２０の直鎖もしくは分岐鎖のアル
キル基、フェニル基、または炭素数７～１２の直鎖もしくは分岐鎖のアルキル基で置換さ
れたフェニル基を、ｎは０～２０の整数、Ｘは水酸基または一般式（８）：Ｒ８Ｏ－（Ｃ
Ｈ2ＣＨ2Ｏ）n－（式中、Ｒ８ は炭素数５～２０の直鎖もしくは分岐鎖のアルキル基、フ
ェニル基、または炭素数７～１２の直鎖もしくは分岐鎖のアルキル基で置換されたフェニ
ル基を、ｎは前記と同じを示す。）で表される基を示す。）で表されるポリオキシエチレ
ンリン酸エステル系界面活性剤またはその塩を用いることで、特に水で希釈して使用する
際に、優れた洗浄性向上効果があるため好ましい。なお、かかる塩としては、ナトリウム
塩、カリウム塩などの金属塩、アンモニウム塩、アルカノールアミン塩などが例示できる
。
【００２１】
　（Ｆ）成分としては、ポリオキシアルキレンアミン系界面活性剤であれば特に制限され
ず、公知のものを使用することができる。これらの中では、洗浄性、環境特性、引火性の
点から、一般式（９）：
【００２２】
【化８】

（式中、Ｒ９ は水素原子または炭素数１～２２の直鎖もしくは分岐鎖のアルキル基また
はアルケニル基を示し、Ｚは水素原子または炭素数１～４の直鎖もしくは分岐鎖のアルキ
ル基またはアシル基を示し、ｐは１～１５、ｑは０～１５の整数を示す。）で表されるポ
リオキシエチレンアミン系界面活性剤を用いることが好ましい。これらのなかでもＲ９ 
が炭素数８～１８の直鎖もしくは分岐鎖のアルキル基またはアルケニル基、Ｚが水素原子
、ｐ＋ｑが２～１５の整数であるポリオキシエチレンアミン系界面活性剤とすることで、
特に水で希釈して使用する際に、優れた洗浄性向上効果があるため好ましい。
【００２３】
これら（Ｄ）～（Ｆ）成分を使用する場合には、その使用量は特に制限されないが、（Ｄ
）成分を、通常、洗浄剤組成物の０．１～６０重量％程度、好ましくは１～３０重量％含
有するのがよい。０．１重量％未満では水すすぎ時のすすぎ性が著しく低下する傾向があ
り、６０重量％を超えて含有すると、相対的に（Ｃ）成分の含有量が減少し洗浄性が低下
する傾向がある。（Ｅ）成分を、通常、洗浄剤組成物の０．１～６０重量％程度、好まし
くは０．５～１０重量％含有するのがよい。０．１重量％未満では水希釈時の洗浄性向上
効果が低く、６０重量％を超えて含有すると、余剰の添加となり効果の向上がみられない
ばかりか、むしろ被洗浄物に対する腐食等の影響が出ることがあり好ましくない。（Ｆ）
成分を、通常、洗浄剤組成物の０．１～６０重量％程度、好ましくは０．５～１０重量％
含有するのがよい。０．１重量％未満だと、水希釈時の洗浄性向上効果が低く、６０重量
％を超えて含有すると、余剰の添加となり効果の向上がみられないばかりか、むしろ被洗
浄物に対する腐食等の影響が出ることがあり好ましくない。なお、（Ｄ）～（Ｆ）成分は
、いずれか一成分を単独で添加しても良くまた２以上の成分を組み合わせて用いてもよい
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が、（Ｄ）～（Ｆ）成分すべてを添加した場合に、洗浄性が良好となるため好ましい。
【００２４】
本発明の洗浄剤組成物は、（Ａ）～（Ｃ）成分を必須成分とし、さらに必要に応じて（Ｄ
）～（Ｆ）成分を含有するものであるが、さらに水を含有させることにより、引火点が消
滅する等、安全性が向上することができるため、水を添加し水溶液として使用することも
できる。かかる場合には、通常、前記洗浄剤組成物の濃度が１０重量％程度以上となるよ
う調整する。洗浄性の点から、前記洗浄剤組成物の濃度が５０～９８重量％程度になるよ
うにするのが好ましい。
【００２５】
なお、本発明の洗浄剤組成物を水溶液として使用する場合のそのｐＨは、特に制限されな
いが、洗浄剤組成物を５重量％水溶液とした場合に、５．５～８．０程度を示すように調
製することが、洗浄対象を侵さないため好ましい。
【００２６】
　本発明の洗浄剤組成物は、スズ含有合金製部品の洗浄において良好な洗浄性および変色
防止効果を示す。スズ含有合金としては、具体的には、例えば、青銅（銅－スズ合金）、
りん青銅（銅－スズ－リン合金）、共晶ハンダ合金（スズ－鉛合金）、鉛フリーハンダ合
金（スズ－銀－銅合金など）等が挙げられる。これらの中でも、特に、スズ含有合金とし
てスズを含有する銅合金に用いた場合に、高い洗浄性および変色防止効果を示す。
【００２７】
　さらに本発明の洗浄剤組成物には、必要により消泡剤、防錆剤、酸化防止剤などの添加
剤を配合することができる。該添加剤の使用量は洗浄剤に対して０．１％程度以下とされ
る。
【００２８】
　本発明の洗浄剤組成物を用いて、被洗浄物を洗浄するにあたっては、各種の洗浄方法を
採用できるが、以下に、一般的な洗浄方法として、電子部品上のロジンフラックスに接触
させる場合について説明する。すなわち、洗浄剤組成物に電子部品を直接浸漬して洗浄す
る方法、該水溶液を、スプレー装置を使用してフラッシュする方法、あるいは機械的手段
によりブラッシングする方法などを適宜選択して採用することができる。フリップチップ
実装基板を洗浄する場合、５０μｍ以下の隙間に洗浄剤を通液させなければならず、ダイ
レクトパス洗浄装置（荒川化学工業株式会社製、商品名、特許第２６２１８００号）を用
いて洗浄するのが最適である。
【００２９】
　また、洗浄剤組成物を適用する際の条件は、洗浄剤組成物中の洗浄剤成分の濃度、該成
分の使用割合、除去すべきフラックスの種類等により適宜選択すればよく、一般に除去す
べきフラックスを洗浄除去するのに有効な温度と時間で洗浄剤をフラックスに接触させる
。洗浄剤組成物の使用時の温度は２０℃程度から８０℃程度である。これは使用温度が２
０℃よりも低い場合にはフラックスの溶解性が悪くなるため、また、８０℃よりも高くな
る場合には水分等の蒸発のために洗浄が不可能になるためである。これらのことから通常
は５０～７０℃程度とするのが好ましい。電子部品上のフラックスを、例えば６０℃程度
の温度において浸漬法により除去する場合には、一般に本発明の洗浄剤組成物にハンダフ
ラックスを有する電子部品を約１～２０分程度浸漬すれば、良好に除去することができる
。
【００３０】
　こうしてフラックスを除去された電子部品は仕上げ処理として、洗浄剤組成物による洗
浄のあとに、プレリンス処理、仕上げリンス処理の水すすぎ処理を行い残留している可能
性のある洗浄剤組成物を完全に除去する。また、本発明においては、合金の種類等により
必要に応じて、特許文献３記載の水すすぎ剤を使用してもよい。このような水洗処理によ
り、基板の清浄度は、非常に高いものとなる。
【実施例】
【００３１】
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　以下、実施例を挙げ、本発明をさらに詳しく説明するが、本発明はこれら実施例のみに
限定されるものではない。なお、各例の部および％は重量基準である。
【００３２】
　以下の表１、実施例１～８、比較例１～２のような組成の洗浄剤を調整した。
【００３３】
　表１中、成分（Ａ）は一般式（１）あるいは（２）で表される有機カルボン酸塩であり
、ａ１はオクチル酸スズ、ａ２はオレイン酸スズを示す。成分（Ｂ）は窒素系複素環化合
物であり、ｂ１はベンゾトリアゾール、ｂ２は１－メチルベンゾトリアゾールを示す。成
分（Ｃ）は有機溶剤であり、ｃ１はジエチレングリコールモノブチルエーテル、ｃ２は１
，３－ジメチルイミダゾリジノンを示す。成分（Ｄ）はノニオン性界面活性剤であり、ｄ
はポリエチレングリコールアルキルエーテル型ノニオン性界面活性剤（第一工業製薬（株
）製、商品名「ノイゲンＥＴ－１３５」、一般式（６）においてＲ６が炭素数１２～１４
の分岐鎖アルキル基、ｍが９であるもの）を示す。成分（Ｅ）はポリオキシアルキレンリ
ン酸エステル系界面活性剤であり、ｅはポリオキシエチレンアルキルエーテルのリン酸モ
ノエステル（一般式（７）においてＲ７が炭素数１２の直鎖アルキル基、ｎが１６、Ｘが
水酸基であるもの）を示す。成分（Ｆ）はポリオキシアルキレンアミン系界面活性剤であ
り、ｆはポリオキシエチレンアルキルアミン（一般式（９）においてＲ９が炭素数１２の
直鎖アルキル基、ｐ＋ｑが１０、Ｚが水素原子であるもの）を示す。
【００３４】
【表１】

【００３５】
　実施例および比較例で得られた各種洗浄剤組成物を以下の試験に供した。
【００３６】
　ダイオードがハンダ（スズ／鉛＝５／９５ハンダ）実装された　銅合金　ＮＢ１０９（
日本ベルパーツ(株)製、組成　Ｃｕ／Ｎｉ／Ｓｎ／Ｐ＝９８．１／１．０／０．９／０．
０５）製リードフレームをダイレクトパス洗浄装置（荒川化学工業株式会社製）を用い、
実施例１～８、比較例１～２の洗浄剤にて、５０℃加温下、４分間洗浄し、次いで、特許
文献３記載の水すすぎ剤（荒川化学工業株式会社製、商品名「パインアルファＳＴ－７０
０ＢＲ」、０．１％水溶液）にて、３０℃で、各４分間、２回すすぎ後、６０℃下、５分
間、熱風乾燥を行った。当該洗浄にて得られた被洗浄物について、（１）洗浄性（フラッ
クス除去度）、（２）清浄度、（３）表面変色度の評価を行った。
【００３７】
（１）洗浄性（フラックス除去度）
　ハンダ実装部のフラックス除去の度合いを、以下の判定基準に基づき、光学顕微鏡（５
０倍、キーエンス（株）製、商品名「ＶＨ－８０００」）を用いて目視判定した。結果を
表２に示す。
○：良好に除去できる。　△：若干残存する。　×かなり残存する。
【００３８】
（２）清浄度
　前記洗浄、乾燥後リードフレームを、オメガメーター６００－ＲＣ（アルファメタルズ
社製）を用いて、清浄度（残留イオン濃度）を測定した。結果を表２に示す。
【００３９】
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（３）表面変色度
　前記洗浄、乾燥後リードフレーム表面変色度を、以下の判定基準に基づき、目視判定し
た。結果を表２に示す。
○：変色なし。　△：リードフレーム表面に若干変色、シミが見られる。×：リードフレ
ーム表面が激しく変色する。
【００４０】
【表２】

【産業上の利用可能性】
【００４１】
　当該洗浄剤組成物は高い清浄度が要求されるスズ含有合金製部品の洗浄に用いることが
できる。
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